株式会社設立情報記入シート
井上リーガルオフィス
 司法書士　 井上拓也
東京都練馬区大泉町一丁目49番5号
Tel.03-5935-8703 
 Fax.03-5935-8704
E-mail：shihou@inoue-legaloffice.jp
①　お客様情報
	ご住所
	〒


	ご氏名
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	　　年　　月　　日生
	

	E-mailアドレス
	TEL　　　（　　　）　　　　

	
	FAX　　　（　　　）　　　　


②　商号（会社名）　（候補が複数ある場合は併記してください。）
	希望会社名
	ﾌﾘｶﾞﾅ

	
	


※1．「株式会社○○○○」又は「××××株式会社」となります。

※2．商号に使用可能な文字は、下記のとおりです。

　　　⇒漢字、ひらがな、カタカナ、アルファベット（大文字小文字）、算用数字（1,2,3）

（例）　「株式会社７７商事」　「ABC株式会社」　「株式会社ABe商事」

※3．商号には、字句を区切る際の符号として、下記の記号を使用することが出来ます。

　　　⇒「＆」「‘」「，」「―」「．」「・」

（例）「株式会社＆」→×　「株式会社ABE＆アベ」→○
※4．類似商号の規制はありませんが、同一本店同一商号のみ禁止されています。

③　本店所在地

	


※1．会社設立後の納税地となります。

※2．マンション名等を入れるかどうかは任意です。
④　資本金、設立時発行株式数及び発行価格並びに発行可能株式総数
　　（各事項とも決まっている範囲でご記入ください。未定の場合は空欄で結構です。）
	(a)
	資本の額
	金　　　　　　　円
	自由な金額で結構です。

	(b)
	１株の発行価格
	金　　　　　　　円
	自由な金額で結構です。

	(c)
	設立時発行株式数
	　　　　　　　　　株
	(a)÷(b)で計算

	(d)
	発行可能株式総数
	　　　　　　　　　株
	設立後発行できる株式の数

【(c)の10倍程度を参考に】


⑤　発起人（＝出資者）【会社設立後には株主（法人が株主になることもできます。）になります。】
　　（各事項とも決まっている範囲でご記入ください。未定の場合は空欄で結構です。）
	
	住　　所
	氏　　名
	引受株式数

金　　　額

	発起人
	
	
	株

金　　　　　　円

	
	
	
	株

金　　　　　　円

	
	
	
	株

金　　　　　　円


※1．発起人（出資者）は1名以上必要となります。

※2．発起人（出資者）の住所は印鑑証明書の記載と一致するようにご記入下さい。
⑥　事業目的（どのような事業を行っていくのかをご記入下さい。）
　　（事業内容をご記入いただき、当事務所にて目的案を作成することも可能です。又、同業社の会社目的を参考にすることも出来ますので、その場合は会社名・本店所在地を適宜の欄にご記入ください。）
	１
	

	２
	

	３
	

	４
	

	５
	

	６
	

	７
	

	８
	

	９
	

	10
	

	11
	前各号に附帯する一切の事業


※1．事業目的は、現時点での確定している事業に限らず、将来行う可能性のある事業についてもご記入できます。なお、設立後に目的を追加する場合、再度、登録免許税を納付することになります。

⑦　機関設計（会社組織のデザイン）
（未定の場合は空欄で結構です。）
	機関名
	設置するorしない
	員数

	取締役※1
	―――
	　　　１名以上

	取締役会
※2.3.4
	□設置するor□設置しない
	―――

	監査役
	□設置するor□設置しない
	　　　　名以上


※1．取締役は常に１名以上必要です。
※2．取締役会の設置を選択すると監査役を置かなくてはならない。

※3．取締役会の設置を選択すると取締役は3名以上必要となります。

⑧　役員任期

（未定の場合は空欄で結構です。）
	役員の種類
	任　　期

	取締役
	　　　年（１～10年内で選択）

	監査役
	　　　年（４～10年内で選択）


※1．任期は最長10年とすることができますので10年以内で決定して下さい。
⑨　役員候補者の資格、氏名、住所及び生年月日
（未定の場合は空欄で結構です。）
【役員の種類】(1)取締役 (2)代表取締役 (3)監査役 (4)会計参与(税理士・公認会計士に限る。)。
	資格
	氏名
	住所（印鑑証明書のとおり）
	生年月日

	
	
	
	Ｓ・Ｈ　　　年

　　月　　日

	
	
	
	Ｓ・Ｈ　　　年

　　月　　日

	
	
	
	Ｓ・Ｈ　　　年

　　月　　日

	
	
	
	Ｓ・Ｈ　　　年

　　月　　日

	
	
	
	Ｓ・Ｈ　　　年

　　月　　日


⑩　株式譲渡制限に関する規定

（未定の場合は空欄で結構です。）
	
	株式譲渡制限の規定サンプル

	· ﾊﾟﾀｰﾝ1
	当会社の株式を譲渡によって取得するには、取締役会の承認を受けなければならない。

	· ﾊﾟﾀｰﾝ2
	当会社の株式を譲渡によって取得するには、株主総会の承認を受けなければならない。

	· ﾊﾟﾀｰﾝ3
	当会社の株式を譲渡によって取得するには、代表取締役の承認を受けなければならない。

	· ﾊﾟﾀｰﾝ4
	当会社の株式を譲渡によって取得するには、取締役の承認を受けなければならない。


⑪　事業年度（決算期）
（未定の場合は空欄で結構です。）
	月　　日　　～　　月　　日


※1．事業年度は、個人事業の場合は１２月３１日ですが、法人になると自由に選択できます。
※2．決算申告書を税務署に提出するのは、事業年度末日から2か月以内になります。

Ⅰ、　設立に際しての一般的必要書類等
1 個人の印鑑証明書（３か月以内）
　　　　　発起人（出資者）　　⇒　１通

　　　　　代表取締役　　　　　⇒　１通（※　発起人と代表取締役が同一の方の場合は併せて２通）
　　　　　取締役　　　　　　　⇒　１通（※　発起人と取締役が同一の方の場合は併せて２通）
2 発起人及び取締役の個人の実印

3 発起人が法人の場合、会社の履歴事項証明書（会社謄本）及び会社の印鑑証明書

4 設立する会社代表印（会社実印）

①～⑪の記入がお済みになりましたら、当事務所宛に記入シートをお送り下さい。
なお、ご不明な点等がございましたらお気軽にお問い合わせ下さい。
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